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阪神北公民連携スキルアップセミナー等実施業務仕様書 

 

 

１ 業務の名称 

  阪神北公民連携スキルアップセミナー等実施業務 

 

２ 目 的 

人口減少や少子高齢化等の地域課題の解決を図るためには、行政だけでなく、

NPO や地域団体による自発的な取組が重要であるが、これらの団体等が今後も自

立して活動を継続するためには、構成員の高齢化や活動のマンネリ化といった

課題に対応し、運営基盤の強化を図る必要がある。 

このため、地域活動団体同士の交流のみならず、行政や地域活動に関心を持つ

企業や学生との連携を深める場として、報告・交流会等を開催する。 

 

３ 業務の内容 

  受託者は、上記目的を達成するために、次の業務を行う。 

（１）概要 

ア 行政、地域活動団体及び学生、企業等による公民連携を深めながら、地

域課題の解決につなげるとともに、将来を担う若年層に地域活動への参

画を促す報告・交流会等であること 

イ 報告・交流会等には、業務目的に沿う効果的な名称を提案すること 

ウ 報告・交流会等の実施に当たっては、参加団体等の需要に応じ、管内各

市町や中間支援団体、企業等との連携を検討すること。なお、連携につ

いては必要に応じて委託者から依頼を行う。 

 

（２）業務の詳細 

ア 報告・交流会等 

項目 内容 

実施内容 ・地域活動を行う人材や団体の発掘、活動のスキルアップ、

参加者同士の連携による新たな活動への発展等につなげ

るための報告・交流会 

・先進的な地域活動を行っている団体等による事例発表（阪

神北☆夢づくり応援事業採択団体等） 

開催時期 令和７年２月までに実施 

開催場所 阪神北県民局管内 

対象者 行政、地域活動団体、企業、若者（大学生等）、地域活動に興

味を持つ個人等 

想定参加人数 全体 100 人以上 

開催方法 ・地域活動における課題の共有及び課題解消に向けた取組

の拡大を図るための報告・交流会とすること 

・阪神北☆夢づくり応援事業採択団体による活動報告会を

組み込むこと 

・参加者同士の積極的な交流を促す仕掛けを組み入れるこ

と 

・若者・Z世代の参加を促す仕組みを提案すること 

・実施回数・規模（参加人数）について、提案すること 

・参加費は原則無料とすること（ただし、茶菓代等の実費分

の徴収は、協議により可能） 
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イ 自由提案事業 

 上記以外に追加で事業を提案できる場合は、提案すること（内容等は自

由に設定可。費用は委託費の中から支出すること） 

 

（３）広報・募集 

 報告・交流会等の確実な集客のため、受託者自らが有している広報媒体、

SNS 等の活用や委託費の範囲内で効果的な広報手段を具体的に提案すること。 

 

（４）参加者アンケート 

参加者の居住市町、年代、属性を把握するとともに、アンケートを実施する

こと。アンケート内容については委託者と調整すること。 

アンケート結果をとりまとめ、結果を分析すること。 

 

（５）成果物（実績報告書）の作成・提出 

事業内容をテキスト・写真を使って分かりやすくまとめた実績報告書を作

成し、事業終了後速やかに提出すること。 

ア 成果物は紙ベース２部および PDF データで提出すること 

イ 広報手段、報告・交流会等の会場の様子を受託者が撮影した写真等を使用

すること 

ウ 実績報告書内で、総事業費を整理し、事業にかかった経費の内訳等を記載

すること 

エ 内容には事業実施結果に加え（４）のアンケート結果に基づく成果・課題

の検討を行い、次年度以降に向けた提言を盛り込むこと 

 

４ 委託期間 

  契約締結日から令和７年３月 31 日までの間 

 

５ 委託料 

  金２，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む）の範囲内 

 

６ 業務実施上の留意点 

（１）実施体制 

ア 受託者は本業務を推進し全体の責任を負う実施責任者を置き、業務全

般の進行管理や調整機能を一元化すること。 

イ 実施責任者は、委託者と充分な意志疎通を図ることができる者とし、

委託期間を通じて、委託者と緊密な連携、調整を図ること。 

ウ 受託者は、本業務の履行の全てを第三者に委託し、又は請け負わせては

ならない。ただし、委託業務を効率的に行う上で必要と思われる一部の

業務について、第三者に委託し、又は請け負わせようとする場合は、事

前に委託者の承認を得ること。 

 

（２）秘密保持等 

ア 本業務また付随する業務において、委託者及び受託者は兵庫県個人情報

保護条例及びセキュリティポリシーに十分留意しなければならない。 

イ 万が一、個人情報の漏洩に伴い 委託者に損害が発生した場合は、 受託

者はその一切の責任を負うものとする。 

ウ 秘密保持は、業務完了後も有効に存続する。 
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（３）著作権等 

ア 本業務の実施により生じた著作物に関するすべての著作権は委託者に

帰属するものとし、その利用及び再編集は委託者において自由に行うこ

とができるものとする。 

イ 本業務の実施による成果品は、映像・画像等の著作権・肖像権上処理を

済ませた上で納入すること。 

 

（４）その他 

   ア 本業務の受託者は、業務委託契約の締結後遅滞なく、受託者が提案した

企画提案書をもとに、実施する業務の詳細について委託者と協議の上、

業務計画書を作成し、業務開始時までに委託者に提出すること。 

イ 本業務に関する必要な経費は契約金額に全て含むものとする。 

ウ 受託者は、やむを得ない事情により、業務を実施することが困難となっ

たときには、遅滞なくその旨を委託者に連絡し、その指示に従うこと。 

エ 受託者は、業務の実施に関してこの仕様書に記載のない事項又は 業務

の実施に関して疑義が生じた場合は、委託者と協議し、その指示に従う

こと。 


